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第 1章 序論：中小企業におけるイノベーションの必然性 

企業経営において、イノベーションが重要である。特に現代の中小企業は、長引くデフレ

からインフレ経済への移行、現代の中小企業は、構造的な労働力不足や、デジタルシフト・グ

リーンシフトへの適応など、多角的な課題を抱えており、新しい価値を生み出すイノベーショ

ンが不可欠となっている。このような環境下において、従来のビジネスモデルに固執し、「昨

日と同じ製品を同じように売る」だけの現状維持を続けることは、市場での競争力を失い、

衰退へと向かうリスクを意味する。 

経済学者のシュンペーターは、イノベーションこそが経済成長の原動力であり、これがな

い市場経済は均衡状態に陥って企業の利潤は消滅すると説いた。現代において求められている

のは、単なるコスト削減のための改善ではない。デジタル技術を活用して全く新しい顧客体験

を提供したり、埋もれていた地域資源を再定義して新たな価値を創出したりするような「創造

的破壊」である。経営資源が限られている中小企業においても、意思決定の迅速さを武器に

現状維持の慣性を打ち破り、社会に新しい価値（プラスの変化）を届ける変革に挑むことこ

そが、激動の時代における唯一の生存戦略と言えるのである。 

本論文では、中小企業がイノベーションに取り組む際に直面する課題を整理し、経営革新

計画を活用した具体的な支援策と、実際の成功事例に基づいた診断士の役割について論じ

る。 

 

第 2章 イノベーション支援における「課題」 

中小企業がイノベーション創出に取り組む際、直面する課題としては、単なる資金や人材の

不足といった制約だけにとどまらない。経営者の意識や組織風土、そして実行プロセスにおけ

る構造的な問題が、変革への第一歩を躊躇させ、あるいは途中で頓挫させる要因となってい

る。 

第一の課題は、「ビジョンの言語化不足と共有の壁」である。イノベーションの起点は、経

営者の強い「想い」と現状に対する深い理解にある。しかし、多くの経営者において、その

想いは頭の中に留まっており、従業員や外部の協力者が理解し行動できる具体的な戦略や計画

として言語化されていない。ビジョンが不明瞭なままでは、従業員は日々の業務に忙殺される

中で新たな取り組みを余計な仕事と捉えてしまい、組織全体としてのベクトルを合わせること

が困難になる。 
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第二の課題は、「経営資源の制約と固定観念の壁」である。中小企業は大企業に比べてヒ

ト・モノ・カネのリソースが限られているが、それ以上に深刻なのが「ウチのような中小企

業には無理だ」という思い込みや、過去の成功体験に固執する現状維持のバイアスである。こ

の意識の壁が、外部リソースの活用やオープンイノベーションへの挑戦を阻害している。 

第三の課題は、「実行段階における経営者の孤立」である。イノベーションは、既存の業務

プロセスや組織文化を変える「創造的破壊」を伴うため、社内からの反発や予期せぬトラブル

が付き物である。変革を推進する経営者は、社内に本音で相談できる相手がいないケースが

少なくない。計画策定までは進んでも、実行段階での壁打ち相手が不在であることが、挑戦

を継続する上での大きなボトルネックとなっているのである。 

 

第 3章 課題への対応策と「経営革新計画」の活用 

中小企業がイノベーションを成功させるためには、再現性と管理可能性のある経営活動へ

と落とし込む必要がある。その中核となる有効な手段が、中小企業等経営強化法に基づく

「経営革新計画」の活用である。本計画は、中小企業が新事業活動に取り組み、経営の向上

を目指すための具体的計画であり、社会の変化に適応して企業を次なるステージへと導く羅針

盤の役割を果たす。 

支援の実践において、まず重要となるのが「ビジョンの可視化」と「数値目標の設定」で

ある。経営革新計画の承認要件には、付加価値額（営業利益＋人件費＋減価償却費）を年率

平均 3％以上、給与支給総額を年率平均 1.5％以上増加させるという明確な目標が求められ

る。中小企業診断士は、社長の頭の中にある「想い」を言語化し、これらの指標と紐づける

ことで、従業員や外部関係者が理解・共有できる具体的な戦略へと昇華させる。これによ

り、社内の意識統一や意思決定の迅速化が図られ、ビジョンの共有不足という課題が解消さ

れる。 

次に、「対外的な信用力の向上」と「外部資源の活用」である。計画が公的に承認されるこ

とは、その事業の実現可能性や成長性が第三者である都道府県から客観的に評価されたこと

を意味する。このお墨付きは、金融機関からの融資や投資家からの資金調達を円滑にするだ

けでなく、提携先企業の開拓や産学連携といった外部リソースの獲得における強力な武器と

なる。自前主義に固執しがちな中小企業に対し、診断士は計画承認をテコにして外部との連携

を促し、経営資源の制約を突破する支援を行うべきである。 
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最後に、「実行段階における伴走支援」である。計画は策定して終わりではなく、実践こそ

が本番である。中小企業診断士は、計画の進捗管理（PDCA）を行うだけでなく、経営者の壁

打ち相手として悩みや不安を受け止め、共に解決策を考える「伴走支援者」としての役割を担

う。この継続的な関与こそが、イノベーションを頓挫させず、成功確率を高めるための最大の

鍵となる。 

 

第 4章 具体的な事例に基づく支援の実践 

中小企業におけるイノベーションは、経営者の「想い」と「現状への深い理解」を起点と

し、それを具体的な戦略へと落とし込むことで実現される。本章では、経営資源の制約や固

定観念の壁を乗り越え、独自のアプローチで飛躍を遂げた事例を通じ、中小企業診断士による

支援の実践的ポイントを論じる。 

 

事例. デジタル技術の導入による生産性向上とビジネスモデル転換：A社の事例 

 

 

この過程において、中小企業診断士は「経営革新計画」の策定を通じて、社長の構想を段

階的なロードマップとして可視化する支援を行った。最新設備の導入を第一ステップとし

診断士は、実務的な計画策定だけでなく、

長期的な成長ストーリーを経営者と共に描くパートナーとしての役割を果たした。 

 

第 5章 結論：イノベーションの連鎖を生む伴走者として 

現代の中小企業が持続的な成長を遂げるためには、現状維持の慣性を打破する「創造的破

壊」としてのイノベーションが不可欠である。それは単なる技術革新に留まらず、市場の理解



4 
 

やビジネスモデルの修正を通じて、社会や顧客に「新しい価値（プラスの変化）」を届ける不

断の経営活動そのものである。 

人口減少という社会構造の変化を乗り越える鍵は、企業活動を通じて「価値循環」を生み

出し続けることにある。ヒト・モノ・データ・カネという経営リソースを滞りなく回転さ

せ、そこで得た知見を蓄積して次の価値創造へ繋げることで、企業は一人当たりの付加価値を

最大化する強靭な経営体へと変革できる。特に、事例で見たように「時間の蓄積（伝統や熟

練技能）」を「データ」や「新しい市場」と掛け合わせるアプローチは、日本の中小企業が持

つ潜在力を引き出す有効な戦略となる。 

その実践において、経営革新計画は社会の変化に柔軟に適応し、企業を次なるステージへ

導く強力な羅針盤として機能する。中小企業診断士は、経営者の孤独な挑戦に寄り添う「伴走

支援者」として、組織や地域に立ちはだかる固定観念の壁を取り払い、変革の連鎖を加速させ

る重責を担っている。「強く、大きいものが生き残るのではない。変化できるものが生き残

る」という信念のもと、中小企業の不断の挑戦を支え続けることこそが、日本の経済社会全

体に新たな活力を生み出し、希望ある未来を切り拓く原動力となるのである。 

中小企業のイノベーション創出は、単発的な技術導入や思いつきの新事業によって実現

するものではない。本論文で記載したように、経営者の「想い」を起点に課題を整理し、

経営革新計画等を活用して段階的な実行プロセスへと落とし込み、現場での試行錯誤を継

続する支援があって初めて成果に結びつく。中小企業診断士は、理論と制度を踏まえつ

つ、経営者の孤独に寄り添いながら実行を支える伴走者として、実効性あるイノベーショ

ン創出支援を担う存在であり、私自身もそのような診断士であり続けたい。 




